
第 35 回大阪府新型コロナウイルス対策本部会議 

 

日時：令和３年１月 12 日（火）17 時 15 分〜 

場所：大阪府新別館南館 8 階 大研修室 

   

次  第 

 

議  題 

（１）現在の感染状況・療養状況等 

・現在の感染状況について【資料１－１】 

・現在の療養状況について【資料１－２】 

・感染状況と医療提供体制の状況について【資料１－３】 

・（参考）新型コロナウイルス感染症患者受入病床の確保について（要請）【資料１－４】 

・（参考）新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく都道府県知事による措置 

【資料１－５】 

・（参考）新型インフルエンザ等対策特別措置法関連条文【資料１－６】 

 

（２）レッドステージ（非常事態）の対応方針に基づく要請等 

  ・レッドステージ（非常事態）の対応方針に基づく要請【資料２－１】 

  ・（参考）レッドステージ（非常事態）の対応方針に基づく要請 新旧対照表【資料２－２】 

  ・（参考）大阪〜東京間の人の往来について【資料２－３】 

  ・発生状況及び要請内容に関する専門家の意見【資料２－４】 

  ・府立学校の今後の教育活動等について【資料２－５】 

  ・教育活動等に関する専門家の意見【資料２－６】 

・府主催（共催）イベント、府有施設における対応【資料２－７】 

 

（３）その他 

・（参考）府営住宅における対応【資料３－１】 

・G-MIS の改修に伴う検査件数の集計・公表方法について【資料３－２】 
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感染経路不明（累計）, 19468

感染経路確認（累計）, 15464
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7日間毎の新規陽性者数
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約1.05倍
約0.96倍

12月29日から１月４日の週から増加に転じ、直近１週間は前週に対しほぼ倍増（一日平均553名程度）

約0.97倍

約1.52倍

約1.96倍

約0.88倍
約0.88倍

約1.07倍



緊急事態宣言が発令され、感染が急拡大している東京都と同様、大阪府も１月３日以降、各曜日過去最多を記録。
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1/3以降、各曜日過去最多を記録

1/3以降、各曜日過去最多を記録



週・人口10万人あたり新規陽性者数

4

※緊急事態宣言発令対象地域（１都３県）及び
関⻄の新規陽性者数が多い２府１県を抜粋

緊急事態宣言が発令された首都圏１都３県と同様、直近１週間で近畿２府１県もこれまでにない規模・スピードで感染
が急拡大している。

※各都道府県ホームページ公表数値を基に、大阪府の分析による
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週・人口10万人あたり新規陽性者数（都道府県別）

5
※各都道府県ホームページ公表数値を基に、大阪府の分析による
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判明日

検査件数（陰性確認除く）と陽性率の推移(12/15まで)

陰性件数 新規陽性者数 陽性率

検査件数と陽性率

（人分）

※12月15日より国システム（G-MIS）を使用し、算出方法を
「１週間の陽性者数／１週間の検体採取をした⼈数」に変更

6

（人分）

検査件数の増加により、12月下旬に陽性率は６％前後（１週間平均）で推移していたが、
年末以降、陽性率は増加し、高止まりとなっている。
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「大阪モデル」モニタリング指標の状況
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― ― ― 1/6以降急増し、
1/9以降、2以上で推移

― ― 10人未満 12/21以降、増加傾向にあり、
1/10に300を超過

― ― ― ― 1/6以降、1/11を除き60%前後で
推移

うち後半3日間

― ― ― 0.5人未満 1/3以降増加し、1/6に25を超過

― ― ― ― 12/29以降、増加傾向

70%以上
（「警戒（⻩⾊）」信号が
点灯した日から起算して25

日以内）

７日間連続
60%未満 60％未満

12/15以降、⼤阪コロナ重症センター
運用開始により、60%台で推移したが、
1/3に再び70%を超過

― ― ― ― 12/22以降、60%台で推移したが、
1/11に再び70%を超過

― ― ― ― 1/7以降急増し、
1/10に50%を超過20.8% 31.2% 31.5%

【参考③】患者受入軽症中等
症病床使⽤率

58.1%

70.5%

44.9%

71.2%

63.4%

43.3%

21.77

6.1%

68.6%

64.3%

43.95

9.3%

75.7%

26.96

【参考④】患者受⼊宿泊療養
施設部屋数使⽤率

（３）病床
等のひっ迫状
況

⑤患者受⼊重症病床使⽤率

【参考②】陽性率（７⽇間）

④直近1週間の人口10万人あ
たり新規陽性者数

70.6%

3.4% 8.1%

12.2% 71.6%

13.43

6.8%

30.6%

32.8%

21.24

8.9%

39.3%

44.7%

26.94

11.8%

50.0%

③７日間合計新規陽性者数
120人以上
かつ

後半３日間で
半数以上

― ――
3874 1/6以降急増し、

1/8以降は12⽉上旬の数値を超過
159 1659

59.2% 45.2%57.4%

1185
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1874

981

64.8%

2377

981

61.1%

2620

1131

55.8%

1919

895922

2.13

②新規陽性者における感染経
路不明者数７⽇間移動平均 28.71 317.86
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0.98
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0.75

12/25

33回会議

（１）市中
での感染拡
大状況

①新規陽性者における感染経
路不明者７⽇間移動平均前
週増加比 ①2以上

かつ
②10人以上

分析事項 モニタリング指標 府⺠に対する
警戒の基準

府⺠に対する
非常事態の基準

府⺠に対する
警戒解除の基準

【参考①】新規陽性者における
感染経路不明者の割合

府⺠に対する
非常事態解除の

基準 29回会議

（２）新規
陽性患者の
拡大状況

12/14

32回会議

0.92

170.43

43.8%

2379

1/11

27回会議

11/11

28回会議

11/20

8.1%

66.0%

53.7%

35.2%

55.4%

46.3%

3.74

17.1%

11.4%

31回会議

29.69

10/8

330

11/24

30回会議

12/3 1/8

33回会議

1.66

243.57

58.4%

3012

1821

34.17

7.8%

【大阪府の主な取組状況】
10/8 （27回会議） 「多⼈数での宴会等⾃粛要請」から「３密で唾液が⾶び交う環境⾃粛要請」に変更（10/10〜）

11/11 （28回会議） 「静かに飲⾷」「マスクの徹底」を要請（11/12〜）
11/20 （29回会議） イエローステージ２に移⾏、「５⼈以上」「２時間以上」の宴会・飲み会の⾃粛要請（11/21〜）
11/24 （30回会議） ⼤阪市北区、中央区の飲⾷店営業時間短縮要請（11/27〜12/11）
12/3 （31回会議） レッドステージ１に移⾏、できる限り不要不急の外出⾃粛要請（12/4〜15）、飲⾷店営業時間短縮要請の延⻑（〜12/15）

12/14 （32回会議） 不要不急の外出⾃粛要請（12/16〜29）、⼤阪市全域の飲⾷店営業時間短縮要請（12/16〜29）
12/25 （33回会議） 不要不急の外出⾃粛要請、及び⼤阪市全域の飲⾷店営業時間短縮要請の延⻑ ※緊急事態宣⾔発出まで



（参考）新型コロナウイルス感染症対策分科会におけるモニタリング指標の状況
【分科会の指標の考え方】
ステージの移行を検知する指標はあくまで目安。指標をもって機械的に判断するのではなく、これらの指標を総合的に判断。
※ステージⅢ「感染者の急増及び医療提供体制における大きな支障の発生を避けるための対応が必要な段階」
ステージⅣ「爆発的な感染拡大及び深刻な医療提供体制の機能不全を避けるための対応が必要な段階」 ※ステージⅠ・Ⅱの指標設定はなし

8

※重症者用病床に関する占有率は、大阪府基準により算出。
●：基準外 ○：基準内

10/8 11/11 11/20 11/24 12/3 12/14 12/25 1/8 1/11
27回会議 28回会議 29回会議 30回会議 31回会議 32回会議 33回会議 34回会議

13.0% 28.0% 38.2% 47.5% 49.2% 63.2% 63.2% 63.1% 69.2% ● 20%以上 ●

16.4% 32.5% 43.9% 54.6% 55.4% 71.2% 65.0% 64.6% 70.8% ― 25%以上 ●

10.7% 29.3% 37.7% 47.9% 63.3% 72.6% 75.3% 78.1% 78.6% ● 20%以上 ●

12.2% 30.6% 39.3% 50.0% 66.0% 75.7% 68.6% 71.2% 71.6% ― 25%以上 ●

②療養者数 5.11 16.64 26.61 36.60 51.77 46.97 40.06 54.78 64.29 ● 15人以上 ●

監視体制 ③陽性率 3.4% 6.8% 8.9% 11.8% 9.3% 8.1% 6.1% 7.8% 8.1% ○ ステージⅣと同基準 ○

④新規報告数 3.74 13.43 21.24 26.94 29.69 26.96 21.77 34.17 43.95 ● 15人以上 ●

直近一週間 330 1,185 1,874 2,377 2,620 2,379 1,919 3,012 3,874

先週一週間 398 843 1,385 1,643 2,410 2,462 2,284 1,866 1,981

⑥感染経路
不明割合 60.9% 63.2% 58.6% 64.4% 60.6% 48.9% 51.6% 56.6% 57.4% ● ステージⅣと同基準 ●

・現時点の確保病床数（236床）
 の占有率

⼈⼝10万⼈あたりの全療養者数25⼈以上

●

50%
※１週間の平均

感染の状況

25人／10万人／週 以上

⑤直近一週間
と先週一週間の

比較
直近一週間が先週一週間より多い ● ステージⅣと同基準

目安に対する
状況

ス
テー

ジ
Ⅳ

医療提供体
制等の負荷

①病床のひっ迫
具合

病床全体

・最大確保病床（1615床）
 の占有率 50％以上

10%
※１週間の平均

指標及び目安 1/11時点の
目安に対する状況

（参考）ステージⅢ
基準到達状況

・現時点の確保病床数（1578床）
 の占有率

うち、重症者用
病床

・最大確保病床（215床）の
 占有率 50％以上

【大阪府の主な取組状況】
10/8 （27回会議） 「多⼈数での宴会等⾃粛要請」から「３密で唾液が⾶び交う環境⾃粛要請」に変更（10/10〜）

11/11 （28回会議） 「静かに飲⾷」「マスクの徹底」を要請（11/12〜）
11/20 （29回会議） イエローステージ２に移⾏、「５⼈以上」「２時間以上」の宴会・飲み会の⾃粛要請（11/21〜）
11/24 （30回会議） ⼤阪市北区、中央区の飲⾷店営業時間短縮要請（11/27〜12/11）
12/3 （31回会議） レッドステージ１に移⾏、できる限り不要不急の外出⾃粛要請（12/4〜15）、飲⾷店営業時間短縮要請の延⻑（〜12/15）

12/14 （32回会議） 不要不急の外出⾃粛要請（12/16〜29）、⼤阪市全域の飲⾷店営業時間短縮要請（12/16〜29）
12/25 （33回会議） 不要不急の外出⾃粛要請、及び⼤阪市全域の飲⾷店営業時間短縮要請の延⻑ ※緊急事態宣⾔発出まで
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（10月10⽇以降1月11日までの判明日分）（N＝19,758名（調査中、不明、無症状4,117名を除く））

9

陽
性
者
数

※推定感染⽇︓発症⽇から６⽇前と仮定
潜伏期間は1-14日間(一般的には約5-6日)とされていることから、６日前と仮定
（「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針(R2.5.25変更)」より）

感染から発症まで６日、
発症から陽性判明まで７日
と仮定すると、
概ねこの期間は今後、新規
陽性者の発生に伴い、増加。

↓

10
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推定感染日別陽性者数（１月11日時点）
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の
要
請
等

※府独自のシステム（kintone）から国の情報管理⽀援システム（HER-SYS、G-MIS）への移⾏
（11/16〜）に伴い、有症状で発症日確認中の事例について、陽性判明日から13日遡って算出
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等

12月下旬以降に感染した
と推定される陽性者が
増加。
特に12月25日のクリスマ
ス以降から急増。

1
月
９
日

緊
急
事
態
宣
言
発
出
要
請
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陽性者の年齢区分

10

（ 6月14日以降1月11日までに判明した33,146事例の状況）

80代以上

60代〜
70代

40代〜
50代

40代未満

直近２週間（１月９日まで）で40代未満が急増している。
※カッコ書きは、14日間の推定値
※グラフは推定値で作成



陽性者の年齢区分（12月24日以降 日別）
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12

大阪市

大阪市外

11月下旬以降大阪市内居住者の割合の減少が続いている（１月９日まで）。
※カッコ書きは、14日間の推定値
※グラフは推定値で作成

（ 6月14日以降1月11日までに判明した33,146事例の状況）



大阪市・市外の陽性者比較（人口10万人あたり）
※市内外は居住地による
※居住地が非公表、不明、調査中、他都道府県等を除く

13

大阪市内の週・人口10万人あたりの新規陽性者数は直近１週間で急増し、11月の時短要請前の水準を大きく超過。

18.32

28.94

42.50
40.13

36.93

33.23
28.76

24.39 25.96

50.53

6.58

12.58

19.80 19.52 23.02 23.17
20.56

18.83 19.77

38.93

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

55

60

11/3-11/9 11/10-11/16 11/17-11/23 11/24-11/30 12/1-12/7 12/8-12/14 12/15-12/21 12/22-12/28 12/29-1/4 1/5-1/11

週あたりの人口10万人あたりの新規陽性者数

大阪市 大阪市外



大阪市・市外の陽性者比較（人口10万人あたり 12月24日以降 日別）
※市内外は居住地による
※居住地が非公表、不明、調査中、他都道府県等を除く
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大阪市・市外 年代別陽性者比較（人口10万人あたり）
※市内外は居住地による
※居住地が非公表、不明、調査中、他都道府県等を除く

15

直近１週間で、市内・市外にかかわらず、全年代で人口10万人あたりの新規陽性者が増加。
特に10代、20代、30代の新規陽性者数が急増しており、11月の時短要請前の水準を大きく超過。
市外の40～50代は、11月の時短要請前の水準を超えている。
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大阪市・市外 年代別陽性者比較（人口10万人あたり）
※市内外は居住地による
※居住地が非公表、不明、調査中、他都道府県等を除く

16
直近１週間で、市内・市外にかかわらず、人口10万人あたりの新規陽性者が増加し、特に市外は11月の時短要請前
の水準を大きく超えている。
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大阪市・市外 年代別陽性者比較（人口10万人あたり、12月24日以降）
※市内外は居住地による
※居住地が非公表、不明、調査中、他都道府県等を除く
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大阪市・市外 年代別陽性者比較（人口10万人あたり、12月24日以降）
※市内外は居住地による
※居住地が非公表、不明、調査中、他都道府県等を除く
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感染経路
不明

感染経路
特定

感染経路不明の割合は、直近２週間（１月９日まで）で再び増加に転じた。
※カッコ書きは、14日間の推定値
※グラフは推定値で作成

（ 6月14日以降1月11日までに判明した33,146事例の状況）
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感染経路
不明

感染経路
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※市内外は居住地による
※居住地が非公表、不明、調査中、他都道府県等を除く

感染経路
不明

感染経路
特定

大阪市内・市外いずれも、直近２週間（１月９日まで）の感染経路不明の割合は増加に転じている。



年代別感染経路（第三波）
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（ 10月10日以降1月11日までに判明した23,875事例の状況）
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夜の街の関係者及び滞在者の状況（陽性者全体における該当者）

22
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（ 6月14日以降1月9日までに判明した30,226事例の状況）

夜の街の関係者及び滞在者の割合・人数は、直近２週間で再び増加傾向。



夜の街の関係者及び滞在者の状況（感染経路不明者における該当者）

（ 6月14日以降1月9日までに判明した感染経路不明者18,058事例の状況）
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夜の街の滞在分類別の状況

24

（ 6月14日以降1月9日までに判明した4,160事例の状況）

居酒屋・飲食店及びバーは、直近２週間で増加。
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（ 6月14日以降1月9日までに判明した4,160事例の状況）
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夜の街の滞在エリア別の状況

26

（ 6月14日以降1月9日までに判明した4,160事例の状況）

大阪市内・市外ともに、直近２週間で夜の街の滞在歴のある陽性者が増加に転じ、市内は11月の時短要請前の
水準を超過し、市外は増加の一途を辿っている。
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関係者および滞在者

同居家族等
（濃厚接触者）

企業事業所等の同僚
（濃厚接触者）

旅行参加者

11/29(日)〜12/12(土)
12/13(日)〜12/26(土)
12/27(日)〜1/9(土)

●年末年始に、確認された感染の可能性があるエピソード● 状況別の陽性者

［人］

※店の種別は、本人からの聞き取り情報による

【全陽性者に占める割合】

11/29-12/12 4.7% 16.9% 2.2% 1.2%

12/13-12/26 4.0% 17.4% 2.7% 0.8%

12/27-1/9 7.2% 15.4% 1.3% 1.5%

※全陽性者数：11/29-12/12 4,991名 12/13-12/26 4,073名 12/27-1/9  5,226名

27

状況別の陽性者、感染の可能性があるエピソード

特徴 感染が推定されるエピソード 確認された延べ人数

普段接して
いない者同士
の集まり

同窓会等、友人同士の集まり
（会食・カラオケ等）

30人
※複数のクラスターが発生

複数の家族が集う親族の集まり
（同居家族を除く） 97人

年中行事 クリスマス会・忘年会・新年会
餅つき・初詣・カウントダウン 32人

年末年始に
開催が増える
イベント

パーティ 15人

カラオケ
60人
※オールナイト等、⻑時間
に及ぶものが多い

飲み会・会食・宅飲み 198人

※12/26〜1/9に発表された新規陽性者5,525人の行動歴より集計

年末年始におけるイベントでの感染が数多く確認されている新規陽性者に占める居酒屋、飲食店等の割合が増加。

延べ432人



発表名称 件数 陽性者数 陽性者数
／件数

１ ライブ参加者 ４施設 48 12.0
２ 大学の関係者 １大学 ８ 8.0
３ 医療機関関連 ６医療機関 284 47.3
計 340

クラスターの発生状況
第一波のクラスターの発生状況
（ 1月29日以降6月13日まで）

第二波のクラスターの発生状況
（ 6月14日以降10月9日まで）

クラスターにおける陽性者数の割合

発表名称 件数 陽性者数 陽性者数
／件数

１ 飲食店関連 ５店 45 9.0
２ 大学・学校関連 ３校 48 16.0
３ 医療機関関連 10医療機関 295 29.5
４ 高齢者施設・障がい者施設関連 23施設 389 16.9
５ その他 4件 63 15.8
計 840第三波のクラスターの発生状況

（ 10月10日以降１月11日まで）

発表名称 件数 陽性者数 陽性者数
／件数

(参考)
12/2まで

１ 飲食店関連 ７店 78 11.1 ― (0件)

２ 大学・学校関連 21校 297 14.1 14.2(128/9)

３ 医療機関関連 40医療機関 1,283 32.1 25.8(412/16)

４ 高齢者施設・障がい者施設関連 87施設 1,572 18.1 16.0(480/30)

５ その他 29件 301 10.4 10.4(104/10)

計 3,531

第一波 第二波 第三波
クラスターにおけ
る陽性者数 340 840 3,531

全陽性者数 1,786 9,271 23,875
割合 19.0％ 9.1％ 14.8％

28



2023

0

500

1000

1500

2000

2500

10
/1

10
/8

10
/1

5

10
/2

2

10
/2

9

11
/5

11
/1

2

11
/1

9

11
/2

6

12
/3

12
/1

0

12
/1

7

12
/2

4

12
/3

1

1/
7

⾃宅療養者

⾃宅療養者数

新規陽性者数と入院・療養者数（1月11日時点）
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入院・療養状況（1月11日時点）

2

重症病床 軽症中等症病床 宿泊療養施設

確保計画

フェーズ１ ６０床 ５００床 ４００室
フェーズ２ ８０床 ８００床 ８００室
フェーズ３ １５０床 １,０００床 １,０３６室
フェーズ４ ２１５床 １,４００床 ―

確保数等
※重症病床、軽症中等症病床について、

11月19日からフェーズ4へ移行
確保数２３６床 確保数１，３４２床 ２，０１９室

入院・療養者数 １６９人 ９４８人 １，１７３人

（使用率：入院・療養者数
／確保病床・室数）

７１．６％
（１６９／２３６）

７０．６％
（９４８／１,３４２）

５８．１％
（１，１７３／２,０１９）

（運用率：入院・療養者数
／実運用病床・室数）

８０．５％
（１６９／２１０)

うち、大阪コロナ重症センター
（１５／２０）

７４．８％
（９４８／１,２６８）

５８．１％
（１，１７３／２,０１９）

※別途、自宅療養 ２，０２３人
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60代以上の新規陽性者数と重症患者数の推移（報道提供日ベース）

重症化 軽症化 死亡 重症患者数 60代以上の陽性者数

新規陽性者数の推移と患者発生シミュレーション
重症患者数の推移

3

60
代
以
上
の
新
規
陽
性
者
数
と
重
症
患
者
数

重
症
化
・
軽
症
化
・
死
亡
の
人
数

11⽉以降、重症患者が急増。
11⽉中旬以降は60代以上の陽性者数が増加し、日々、平均10名程度の
新規の重症患者が発⽣している（最⼤値︓11月30日21名）。
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陽性者の年齢区分と重症者数の推移
重
症
者
数

8/1 8/16

8/1イエローステージ2移⾏後から約2週間後に
重症患者数は最大値となった。
2週間で重症患者は約50名増加した。

15日間

陽
性
者
数

約20日間

重症患者が50名以上を推移した
期間は約20日間続いた。

12/3

レッドステージ1移⾏
（赤信号点灯）



①施設・医療機関関連, 
53%（206名）

その他クラスター関連, 1%（3名）

濃厚接触者（家庭内感染）, 3%（12名）

濃厚接触者（その他）, 5%（21名）

感染経路不明,
38%（148名）

死亡例（N＝390）について推定される感染経路

10月10⽇以降の重症例646名について、推定される感染経路の７割強は感染経路不明者。
死亡例390名について、推定される感染経路の5割強が施設・医療機関関連で、４割弱が感染経路不明者。

※重症例646例のうち、93例は死亡のため重複あり

【10/10以降】重症・死亡例について推定される感染経路（1/５判明時点）

5

感染経路内訳
施設・

医療機関関連
その他

クラスター関連
濃厚接触者
（家庭内感染）

濃厚接触者
（その他）

感染経路不明

未就学児 1 1 334 0.30%

20代 1 1 3908 0.03%

30代 9 1 8 2,684 0.34%

40代 24 1 1 22 2,837 0.85%

50代 77 3 1 3 7 63 2,928 2.63%

60代 139 6 12 8 113 2,029 6.85%

70代 256 29 4 23 17 183 2,106 12.16%

80代 127 24 1 9 11 82 1,535 8.27%

90代 12 8 1 3 475 2.53%

計 646 71 6 50 45 474 18,836 3.43%

重症化率年代
重症例
総数

感染者
総数 施設・

医療機関関連
その他

クラスター関連
濃厚接触者
（家庭内感染）

濃厚接触者
（その他） 感染経路不明

40代 1 1 2,837 0.04%

50代 8 3 1 4 2,928 0.27%

60代 28 6 2 2 18 2,029 1.38%

70代 101 47 1 6 5 42 2,106 4.80%

80代 172 92 4 8 68 1,535 11.21%

90代 75 54 2 4 15 475 15.79%

100代 5 4 1 19 26.32%

計 390 206 3 12 21 148 11,929 3.27%

死亡率年代 死亡例
総数

感染者
総数

感染経路内訳

①施設・医療機関関連, 11%（71名）
②その他クラスター関連, 1%(6名）

③濃厚接触者（家庭内感染）, 8%（50名）

④濃厚接触者（その他）, 7%（45名）

⑤感染経路不明
73%（474名）

重症例（N＝646）について推定される感染経路

医療機関関連 37

高齢者・障がい者施設関連 34

施設・医療機関関連(71名)の内訳

医療機関関連 99

高齢者施設関連 107

施設・医療機関関連（206名)の内訳



※軽症化後の情報把握のため報道提供していない事例が7例あり40代以上の陽性者に占める重症者の割合：13.2%(139/1,054)
60代以上の陽性者に占める重症者の割合：21.1%(103/489)
全陽性者数に占める重症者の割合：8.2%(147/1,786)

40代以上の陽性者に占める重症者の割合：5.7%(229/4,012)
60代以上の陽性者に占める重症者の割合：9.8% (177/1,805)
全陽性者数に占める重症者の割合：2.5%(232/9,271)

重症の定義︓「重症病床におけるICU入室、挿管、人工呼吸器装着、ECMO使用」のいずれかとした。
基礎疾患︓相談・受診の⽬安で⽰されている重症化リスクの⾼い患者（糖尿病、⼼不全、呼吸器疾患（COPD等）、透析患者、免疫抑制剤や抗がん剤等を用いている患者）

平均年齢︓64.5歳
60代以上の割合︓76.3%
【再掲】65歳以上の割合︓66.4%

平均年齢︓60.6歳
60代以上の割合︓70.1%
【再掲】65歳以上の割合︓61.2%

重症者のまとめ（令和3年1月5日時点）

6

第一波（6/13まで） 第二波（6/14〜10/9） 第三波（10/10以降）

※軽症化後の情報把握のため報道提供していない事例が3例あり
40代以上の陽性者に占める重症者の割合：5.2% (635/12,210)
60代以上の陽性者に占める重症者の割合：8.5%(533/6,300)
全陽性者数に占める重症者の割合：3.2%(646/20,395)

平均年齢︓65.9歳
60代以上の割合︓82.5%
【再掲】65歳以上の割合︓73.7%

※令和2年1月29日から6月13日を「第一波」、6月14日から10月9日を「第二波」、10月10日以降を「第三波」と総称して分析

1,786
(再掲)40代以上(割合) 1,054(59.0%)

(再掲)60代以上(割合) 489(27.4%)
147

死亡 47
退院・解除 100

入院中（軽症） 0
入院中（重症） 0

新規陽性者数

重症者数

転
帰

9,271
(再掲)40代以上(割合) 4,012(43.3%)

(再掲)60代以上(割合) 1,805(19.5%)
232

死亡 39

退院・解除 193
入院中（軽症） 0

入院中（重症） 0

新規陽性者数

重症者数（※）

転
帰

第三波は第二波に比べ、40代以上、60代以上いずれも重症化率は減少しているが、全陽性者に占める重症化率は第二波より高い。

20,395

(再掲)40代以上(割合) 12,210(59.9%)

(再掲)60代以上(割合) 6,300(30.9%)

646

死亡 93

退院・解除 261

入院中（軽症） 131

入院中（重症） 161

新規陽性者数

重症者数（※）

転
帰



陽性患者
20,395名

⾃宅・宿泊療養

⼊院療養

療養解除

軽症・調査中
無症状

重症
174名

重症化 472名

⼊院療養(重症)
646名 退院・解除

261名

死亡 93名

入院中
軽症中等症︓131名
重症︓161名

退院・解除

死亡 297名※

入院中

診断時の症状

診断時の症状

⼊院療養等

重症率︓3.2％

※重症の定義
『重症病床におけるICU入室、人工呼吸器装着、
ECMO使用』のいずれかとした。(10/10〜1/5判明分)

重症及び死亡例の経過

死亡︓390名
死亡率:1.9%

【10/10以降】重症及び死亡事例のまとめ（令和3年1月5日時点）

7

全国と⼤阪府の陽性者数と死亡者数（死亡率）の⽐較

重症から死亡︓93名
（死亡率︓14.4％） ※公表時点で死亡されて

いた事例(N=33)含む。

2021/1/5判明時点

6/13まで 6/14〜10/9 10/10〜1/5 6/13まで 6/14〜10/9 10/10〜1/5

大阪府 31,452 1,786 9,271 20,395
619

(2.0%)
87

(4.9%)
142

(1.5%)
390

(1.9%)

全国 250,343 17,179 70,012 163,152
3,718
(1.5%)

925
(5.4%)

698
(1.0%)

2,095
(1.3%)

※チャーター機帰国者、クルーズ船乗客、空港検疫は含まれていない
※全国は厚生労働省公表資料（各自治体公表資料集計分）より集計。

累計陽性者数
死亡者数
（死亡率）

第三波の死亡率は第二波を上回り、全国よりも高い。



40代以上の陽性者に占める死亡者の割合：8.3%(87/1,054)
60代以上の陽性者に占める死亡者の割合：16.6%(81/489)
全陽性者数に占める死亡者の割合：4.9%(87/1,786)

40代以上の陽性者に占める死亡者の割合：3.5%(142/4,012)
60代以上の陽性者に占める死亡者の割合：7.6%(138/1,805)
全陽性者数に占める死亡者の割合：1.5%(142/9,271)

基礎疾患︓相談・受診の⽬安で⽰されている重症化リスクの⾼い患者（糖尿病、⼼不全、呼吸器疾患（COPD等）、透析患者、免疫抑制剤や抗がん剤等を用いている患者）

平均年齢︓76.8歳
60代以上の割合︓97.2%平均年齢︓73.8歳

60代以上の割合︓93.1%

死亡者のまとめ（令和3年1月5日時点）

8

第一波（6/13まで） 第二波（6/14〜10/9） 第三波（10/10以降）

40代以上の陽性者に占める死亡者の割合：3.2%(390/12,210)
60代以上の陽性者に占める死亡者の割合：6.0%(381/6,300)
全陽性者数に占める死亡者の割合：1.9% (390/20,395)

平均年齢︓77.4歳
60代以上の割合︓97.7%

※令和2年1月29日から6月13日を「第一波」、6月14日から10月9日を「第二波」、10月10日以降を「第三波」と総称して分析

40代, 3
50代, 3

60代, 9

70代, 
29

80代, 31

90代, 10

100代, 2年齢区分

あり, 58

なし, 
29

基礎疾患

1,786

(再掲)40代以上(割合) 1,054(59.0%)

(再掲)60代以上(割合) 489(27.4%)

87

新規陽性者数

死亡者数

9,271

(再掲)40代以上(割合) 4,012(43.3%)

(再掲)60代以上(割合) 1,805(19.5%)

142

新規陽性者数

死亡者数

50代, 4 60代, 13

70代, 
31

80代, 70

90代, 24
年齢区分

あり, 93

なし・不
明, 49

基礎疾患

第三波の死亡率は第二波を上回っている。

20,395

(再掲)40代以上(割合) 12,210(59.9%)

(再掲)60代以上(割合) 6,300(30.9%)

死亡者数 390

新規陽性者数

40代, 1 50代, 8

60代, 28

70代, 
101

80代, 
172

90代, 
75

100代, 5
年齢区分

あり, 
258

なし・不
明, 132

基礎疾患



1.2倍, 12月11日, 451 

移動平均, 553 

実測値, 1月8日, 654

実測値, 1月11日, 480

1月28日, 600 
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患者発生シミュレーション
横ばい
1.2倍
移動平均
実測値
600横ばい

新規陽性者数の推移と患者発生シミュレーション

9

■第31回本部会議資料（資料１-2）を同じ設定のまま1月15日までシミュレーションを実施（第二波（8/7以降）と同じ減少率（前週⽐）で減少していくと想定）。
・想定①︓12/3以降、366名/日（12/2時点の新規陽性者数の直近7日間平均）で横ばいとなり、12/11(11/27の要請から2週間後)以降減少していく場合。
・想定②︓12/3以降、新規陽性者数が前週⽐1.2倍ずつ増加し、12/11をピークに減少していく場合。
■新たに、1月11日以降、新規陽性者が600名で推移し、1月14日要請開始から2週間後（1月28⽇）以降に減少するという前提で試算したシミュレーションを追加。

11/27要請開始から2週後(12/11)以降に
減少傾向となる前提で試算

新規陽性者数は１月５日以降急増に転じている。

1/14要請開始から2週後(1/28)以降に
減少傾向となる前提で試算



1月31日, 263 

実測値, 1月11日, 169
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入院患者数（重症）シミュレーション

横ばい

1.2倍

600横ばい

実測値

療養者数のシミュレーション

※実運⽤病床については、⽇々受⼊れ病院と調整し、病床を確保。令和2年12月15⽇以降は「⼤阪コロナ重症センター」が運⽤開始。 10

■第34回本部会議資料（資料1-2）に、1月11⽇以降、新規陽性者が600名/日横ばいで推移した場合の入院患者数（重症及び軽症中
等症）のシミュレーションを追加。

今後、新規陽性者が600名/⽇程度の横ばいで推移した
場合、重症患者数は確保病床(236床)を大きく上回る
恐れがある。



療養者数のシミュレーション

11※実運用病床については、日々受入れ病院と調整し、病床を確保

1月31日, 1553 

実測値, 1月11日, 948
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入院患者数（軽症中等症）シミュレーション

横ばい

1.2倍

600横ばい

実測値

今後、新規陽性者が600名/⽇程度の横ばいで推移し
た場合、確保病床数（1342床）を大きく上回る恐れ
がある。



感染状況と医療提供体制の状況について

（１）大阪府の発生動向
○ １月５日以降新規陽性者数は急増し、直近１週間は前週比1.96倍とほぼ倍増。感染拡大の規模・スピードはこれまでの波にないレベル。
直近１週間の人口10万人あたり新規陽性者数は43.95人(1/11）と過去最多を記録し、陽性率以外は国の分科会指標のステージⅣの
基準を大きく超過。

○ 新規陽性者に占める40代未満や感染経路不明者の割合が直近２週間で増加。

（２）市内・市外居住者の発生動向（週・人口10万人あたり）
○ 市内・市外ともに直近１週間で急増し、11月の時短要請前の数を大きく超過。
○ 市内・市外の各年代いずれも直近１週間で増加し、特に10代～30代の新規陽性者数が急増。
（20－50歳代の世代の感染拡大が、家庭内、医療機関や高齢者施設等での感染に繋がっており、重症者が増加する要因）

（３）夜の街関連等の発生動向
○ 新規陽性者に占める夜の街の関係者及び滞在者の割合は、直近２週間で増加に転じ、特に居酒屋・飲食店、バーの滞在歴のある陽性者
は11月27日の時短要請開始時点の水準を上回っている。
滞在エリア別では、クラスターによる影響もあり、市外でも増加。市内も再び増加に転じ、時短要請開始時点の水準にまで戻っている。

○ 年末年始は、会食・カラオケなど同窓会、友人同士や親族の集まり、クリスマスや忘年会、新年会や初詣等のイベントによる感染が推定される
事例が数多く確認。

資料１－３

（参考 これまでの取組み）
①11/21～イエローステージⅡに移行。

府民等に対し、「５人以上」「２時間以上」の宴会・飲み会は控えることや、重症化リスクの高い方は、不要不急の外出を控えることなどを要請
②11/27～大阪市北区、中央区の接待を伴う飲食店、酒類の提供を行う飲食店(居酒屋等に対する休業又は営業時間短縮の要請）
③12/4  ～府民に対するできる限りの不要不急の外出自粛要請
④12/16～大阪市内の接待を伴う飲食店、酒類の提供を行う飲食店(居酒屋等に対する休業又は営業時間短縮の要請）

府民に対する不要不急の外出自粛要請

1

＜新規陽性者の発生動向＞



感染状況と医療提供体制の状況について

○ 重症病床使用率は、重症者数が170人前後で推移したままであり、依然ひっ迫（1/11 71.6%（実運用率80.5％））。
軽症中等症病床は、1月11日に入院者数が948名と過去最多となり、極めてひっ迫。（1/11 使用率70.6%（実運用率74.8％））。
宿泊療養施設についても使用率が約６割に達し、ひっ迫の度合いが増している。

○ 今後、新規陽性者数が１日あたり600名程度で推移すると仮定した場合、重症者数及び軽症・中等者数は、１月11日時点の確保病床数
（重症病床236床、軽症・中等症病床1,342床）を上回る恐れがある。また、宿泊療養についても、運用数が急激に増加している。
入院・療養者数が高水準で継続することにより、医療提供体制が限界を超える恐れがある。

2

＜医療提供体制の状況＞

○ 年末年始特有のイベント等や季節性による感染の広がりなどにより、現在、新規陽性者数はこれまで例をみない急拡大の
波に突入している。その影響で、医療提供体制のひっ迫の度合いが一層、増している。

○ 新規陽性者に占める40代未満や感染経路不明者の割合が増加していることから、今後、感染が更に拡大する恐れが
大きく、確保病床をオーバーフローする恐れが刻一刻と高まっていることから、府民への更なる強い呼びかけなど、感染抑制に
向けたさらに強い取組みが必要である。

今後の対応方針について
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新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく都道府県知事による措置（おもなもの）

項目 措置 要請先等

物資及び資材の備蓄
等（法第10条）

・医薬品等を備蓄、整備、点検しなければならない
・対策に必要な管理施設・設備を整備、点検しな
ければならない

都道府県対策本部の
設置（法22条）

政府対策本部が設置されたときは、都道府県対策
本部を設置しなければならない

都道府県対策本部長
の権限（法第24条）

・府域の対策に関する総合調整ができる

・総合調整を行うよう要請できる 政府対策本部長(内閣総理大臣)

・必要な協力を要請できる 公私の団体又は個人

医療等の実施の要請
（法第31条）

①患者に対する医療を行うよう要請できる
②特定接種の実施に関し必要な要請ができる
③上記①②に応じないとき、指示できる

①②③とも
医療関係者

【緊急事態宣言の発出前】

【緊急事態宣言の発出後】

項目 措置 要請先等

都道府県対策本部長
の指示（法第33条）

総合調整に基づく措置が実施されない場合で、特
に必要があると認める場合、必要な指示ができる

市町村長、
指定公共機関（日銀、日本赤十字、
医師会、医療・医薬品等製造販売、電

気・ガス、輸送、通信事業者等）、
指定地方公共機関（府内の医療
関係機関、医療機関、医薬品等卸販
売業者、ガス事業者、貨物運送事業者
等）

資料１－５



新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく都道府県知事による措置（おもなもの）

項目 措置 要請先等

感染を防止するための
協力要請等
（法第45条）

居宅から外出しないことの要請が可能 住民

施設の使用（催物の開催）の
制限・停止の要請が可能

⇒要請に応じないときで、知事が
必要があると認めるときは、指示
が可能

⇒知事が要請・指示をしたときは、
その旨を公表
（個別施設名を公表）

積極的に制限
を行う施設※１

学校、保育所、介護施設
（感染リスクが高い施設）

柔軟に対応する
施設※２
（協力要請→
使用制限要請）

※１、２
具体的な運用は、
国によるガイドライ
ンによる

建築物の床面積の合計が1,000㎡
を超えるもの ※
大学・専修学校・各種学校、 劇場・観
覧場・映画館・演芸場、 集会場・公会
堂、展示場、百貨店・マーケット、 ホテ
ル・旅館、 体育館・水泳場・ボーリング
場・遊技場、 博物館・美術館・図書館、
キャバレー・ナイトクラブ・ダンスホール、
理髪店・質屋・貸衣装屋、 自動車教
習所・学習塾

※1,000㎡未満でも、厚労大臣が定
めるものを含む

臨時医療施設開設
（法第48条、第49
条）

医療機関が不足し、医療の提供に支障が生ずると
認める場合は、臨時の医療施設において医療を提
供しなければならない

所有者及び占有者の同意を得て土地・家屋・物資
の使用が可能

⇒所有者等が同意をしないとき（同意を求めること
ができないとき）で、知事が特に必要があると認める
ときは、同意を得ないで使用が可能

当該土地等の所有者及び占有者

【緊急事態宣言の発出後】



新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく都道府県知事による措置（おもなもの）

項目 措置 要請先等

物資及び資材の供給
の要請（法第50条）

必要な物資又は資材の供給についての要請が可能 国の省庁、地方機関

緊急物資の運送
（法第54条）

必要な物資又は資材の運送、医薬品等の配送に
ついての要請が可能
⇒要請に応じないとき、運送・配送の指示が可能

鉄道事業者、運送事業者、医薬
品等販売事業者等

物資の売渡しの要請
（法第55条）

特定物資（医薬品、食品等）について、売渡しの
要請が可能
⇒要請に応じないとき、物資の収用が可能
⇒物資の保管を命ずることが可能

所有者

生産、販売、輸送等を行う者

埋葬及び火葬の特例
（法第56条）

埋葬または火葬が困難な場合、厚労大臣の定める
ところにより、埋葬又は火葬を行わなければならない

生活関連物資等の価
格の安定
（法第59条）

生活関連物資等の買占め及び売惜しみに対する調
査、監視の措置を行わなければならない

立入検査
（法第72条）

土地使用、物資収用、物資保管のために必要があ
るときは、立入り、検査させることが可能

【緊急事態宣言の発出後】



(都道府県対策本部長の権限) 

第二十四条 都道府県対策本部長は、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対

策を的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、当該都道府県及び関係市町

村並びに関係指定公共機関及び指定地方公共機関が実施する当該都道府県の区域に係る新

型インフルエンザ等対策に関する総合調整を行うことができる。 

２ 前項の場合において、関係市町村の長その他の執行機関(第三十三条第二項において「関

係市町村長等」という。)又は関係指定公共機関若しくは指定地方公共機関は、当該関係市

町村又は関係指定公共機関若しくは指定地方公共機関が実施する当該都道府県の区域に係

る新型インフルエンザ等対策に関して都道府県対策本部長が行う総合調整に関し、当該都

道府県対策本部長に対して意見を申し出ることができる。 

３ 都道府県対策本部長は、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策の実施

に関し、指定行政機関又は指定公共機関と緊密な連絡を図る必要があると認めるときは、当

該連絡を要する事項を所管する指定地方行政機関の長(当該指定地方行政機関がないときは、

当該指定行政機関の長)又は当該指定公共機関に対し、その指名する職員を派遣するよう求

めることができる。 

４ 都道府県対策本部長は、特に必要があると認めるときは、政府対策本部長に対し、指定

行政機関及び指定公共機関が実施する新型インフルエンザ等対策に関する総合調整を行う

よう要請することができる。この場合において、政府対策本部長は、必要があると認めると

きは、所要の総合調整を行わなければならない。 

５ 都道府県対策本部長は、第一項の総合調整を行うため必要があると認めるときは、政府

対策本部長に対し、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策の実施に関し必

要な情報の提供を求めることができる。 

６ 都道府県対策本部長は、第一項の総合調整を行うため必要があると認めるときは、当該

総合調整の関係機関に対し、それぞれ当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対

策の実施の状況について報告又は資料の提出を求めることができる。 

７ 都道府県対策本部長は、当該都道府県警察及び当該都道府県の教育委員会に対し、当該

都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策を実施するため必要な限度において、必

要な措置を講ずるよう求めることができる。 

８ 都道府県対策本部長は、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策を的確

かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、指定行政機関の長又は指定地方行政

機関の長に対し、これらの所掌事務に係る新型インフルエンザ等対策の実施に関し必要な

要請をすることができる。 

９ 都道府県対策本部長は、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策を的確

かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、公私の団体又は個人に対し、その区域

に係る新型インフルエンザ等対策の実施に関し必要な協力の要請をすることができる。 

 

 

 

 

 

 

資料１－６ 



 

(医療等の実施の要請等) 

第三十一条 都道府県知事は、新型インフルエンザ等の患者又は新型インフルエンザ等に

かかっていると疑うに足りる正当な理由のある者(以下「患者等」という。)に対する医療の

提供を行うため必要があると認めるときは、医師、看護師その他の政令で定める医療関係者

(以下「医療関係者」という。)に対し、その場所及び期間その他の必要な事項を示して、当

該患者等に対する医療を行うよう要請することができる。 

２ 厚生労働大臣及び都道府県知事は、特定接種を行うため必要があると認めるときは、医

療関係者に対し、その場所及び期間その他の必要な事項を示して、当該特定接種の実施に関

し必要な協力の要請をすることができる。 

３ 医療関係者が正当な理由がないのに前二項の規定による要請に応じないときは、厚生

労働大臣及び都道府県知事は、患者等に対する医療又は特定接種(以下この条及び第六十二

条第二項において「患者等に対する医療等」という。)を行うため特に必要があると認める

ときに限り、当該医療関係者に対し、患者等に対する医療等を行うべきことを指示すること

ができる。この場合においては、前二項の事項を書面で示さなければならない。 

４ 厚生労働大臣及び都道府県知事は、前三項の規定により医療関係者に患者等に対する

医療等を行うことを要請し、又は患者等に対する医療等を行うべきことを指示するときは、

当該医療関係者の生命及び健康の確保に関し十分に配慮し、危険が及ばないよう必要な措

置を講じなければならない。 

５ 市町村長は、特定接種を行うため必要があると認めるときは、都道府県知事に対し、第

二項又は第三項の規定による要請又は指示を行うよう求めることができる。 

 

(政府対策本部長及び都道府県対策本部長の指示) 

第三十三条 政府対策本部長は、新型インフルエンザ等緊急事態において、第二十条第一項

の総合調整に基づく所要の措置が実施されない場合であって、新型インフルエンザ等対策

を的確かつ迅速に実施するため特に必要があると認めるときは、その必要な限度において、

指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長並びに第十九条の規定により権限を委任され

た当該指定行政機関の職員及び当該指定地方行政機関の職員、都道府県知事等並びに指定

公共機関に対し、必要な指示をすることができる。この場合においては、第二十条第三項及

び第四項の規定を準用する。 

２ 都道府県対策本部長は、新型インフルエンザ等緊急事態において、第二十四条第一項の

総合調整に基づく所要の措置が実施されない場合であって、当該都道府県の区域に係る新

型インフルエンザ等対策を的確かつ迅速に実施するため特に必要があると認めるときは、

その必要な限度において、関係市町村長等並びに指定公共機関及び指定地方公共機関に対

し、必要な指示をすることができる。 

 

  



 

(臨時の医療施設等) 

第四十八条 特定都道府県知事は、当該特定都道府県の区域内において病院その他の医療

機関が不足し、医療の提供に支障が生ずると認める場合には、その都道府県行動計画で定め

るところにより、患者等に対する医療の提供を行うための施設(第四項において「医療施設」

という。)であって特定都道府県知事が臨時に開設するもの(以下この条及び次条において

「臨時の医療施設」という。)において医療を提供しなければならない。 

２ 特定都道府県知事は、必要があると認めるときは、政令で定めるところにより、前項の

措置の実施に関する事務の一部を特定市町村長が行うこととすることができる。 

３ 消防法(昭和二十三年法律第百八十六号)第十七条第一項及び第二項の規定は、臨時の医

療施設については、適用しない。この場合において、特定都道府県知事は、同法に準拠して、

臨時の医療施設についての消防の用に供する設備、消防用水及び消火活動上必要な施設の

設置及び維持に関する基準を定め、その他当該臨時の医療施設における災害を防止し、及び

公共の安全を確保するため必要な措置を講じなければならない。 

４ 建築基準法(昭和二十五年法律第二百一号)第八十五条第一項本文、第三項及び第四項並

びに景観法(平成十六年法律第百十号)第七十七条第一項、第三項及び第四項の規定は特定都

道府県知事が行う医療施設の応急の修繕及び臨時の医療施設の建築について、建築基準法

第八十七条の三第一項本文、第三項及び第四項の規定は特定都道府県知事が建築物の用途

を変更して臨時の医療施設として使用する場合における当該臨時の医療施設について、そ

れぞれ準用する。この場合において、同法第八十五条第一項中「非常災害があつた」とある

のは「新型インフルエンザ等対策特別措置法(平成二十四年法律第三十一号)第三十二条第一

項の規定により新型インフルエンザ等緊急事態宣言がされた」と、「非常災害区域等(非常災

害が発生した区域又はこれに隣接する区域で特定行政庁が指定するものをいう。第八十七

条の三第一項において同じ。)」とあるのは「同項第二号に掲げる区域」と、同項及び同法

第八十七条の三第一項中「その災害が発生した日」とあるのは「当該新型インフルエンザ等

緊急事態宣言がされた日」と、同項中「非常災害があつた」とあるのは「新型インフルエン

ザ等対策特別措置法第三十二条第一項の規定により新型インフルエンザ等緊急事態宣言が

された」と、「非常災害区域等」とあるのは「同項第二号に掲げる区域」と、景観法第七十

七条第一項中「非常災害があった」とあるのは「新型インフルエンザ等対策特別措置法(平

成二十四年法律第三十一号)第三十二条第一項の規定により新型インフルエンザ等緊急事態

宣言がされた」と、「その発生した区域又はこれに隣接する区域で市町村長が指定するもの

の」とあるのは「同項第二号に掲げる区域」と、「その災害が発生した日」とあるのは「当

該新型インフルエンザ等緊急事態宣言がされた日」と読み替えるものとする。 

５ 医療法(昭和二十三年法律第二百五号)第四章の規定は、臨時の医療施設については、適

用しない。 

６ 特定都道府県の区域内において病院を開設した者又は医療法第七条第一項に規定する

臨床研修等修了医師及び臨床研修等修了歯科医師でない者で特定都道府県の区域内におい

て診療所を開設したものが、新型インフルエンザ等緊急事態における医療の提供を行うこ

とを目的として、病床数その他同条第二項の厚生労働省令で定める事項を変更しようとす

る場合については、当該医療の提供を行う期間(六月以内の期間に限る。)に限り、同項の規

定は、適用しない。 



 

(損失補償等) 

第六十二条 国及び都道府県は、第二十九条第五項、第四十九条又は第五十五条第二項、第

三項若しくは第四項(同条第一項に係る部分を除く。)の規定による処分が行われたときは、

それぞれ、当該処分により通常生ずべき損失を補償しなければならない。 

２ 国及び都道府県は、第三十一条第一項若しくは第二項(第四十六条第六項において読み

替えて準用する場合を含む。)の規定による要請に応じ、又は第三十一条第三項(第四十六条

第六項において読み替えて準用する場合を含む。)の規定による指示に従って患者等に対す

る医療等を行う医療関係者に対して、政令で定める基準に従い、その実費を弁償しなければ

ならない。 

３ 前二項の規定の実施に関し必要な手続は、政令で定める。 

 

(損害補償) 

第六十三条 都道府県は、第三十一条第一項の規定による要請に応じ、又は同条第三項の規

定による指示に従って患者等に対する医療の提供を行う医療関係者が、そのため死亡し、負

傷し、若しくは疾病にかかり、又は障害の状態となったときは、政令で定めるところにより、

その者又はその者の遺族若しくは被扶養者がこれらの原因によって受ける損害を補償しな

ければならない。 

２ 前項の規定の実施に関し必要な手続は、政令で定める。 

 

 



レッドステージ（非常事態）２への移行の考え方

1

資料２－１

➢レッドステージ２について

特措法に基づく「緊急事態措置を実施すべき区域」に該当する場合は、レッドステージ２へ移行

【現在の感染状況】

○ 直近１週間あたりの新規陽性者数が前週比1.96倍（１月11日現在）となっており、感染が急拡大し、

国の分科会のステージⅣのモニタリング指標について、陽性率以外は、基準以上に達していること

○ 重症病床、軽症・中等症病床など、医療体制が極めてひっ迫していること

レッドステージ２に移行

以上の状況を踏まえ、１月９日に、特措法に基づく「緊急事態措置を実施すべき区域」に
大阪府全域を追加するよう、国に要請



レッドステージ（非常事態）の対応方針に基づく要請

2

① 区域 大阪府全域

② 要請期間 レッドステージ２の期間（１月14日~２月７日）

※「緊急事態措置を実施すべき区域」に大阪府が追加された場合、それに応じて期間を変更

③ 実施内容（特措法第24条第９項に基づく※）

※「緊急事態措置を実施すべき区域」に大阪府が追加された場合、「不要不急の外出自粛」は法第45条第１項に基づく

●府民への呼びかけ

○ 不要不急の外出・移動※は自粛すること

※ 医療機関への通院、食料・医薬品・生活必需品の買い出し、必要な職場への出勤、屋外での運動や散歩など、生活や健康の維持

のために必要なものについては対象外

特に、20時以降の不要不急の外出自粛を徹底すること
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●イベントの開催について（府主催（共催）のイベントを含む）

○ 新年の挨拶回り、新年会・賀詞交歓会、及びこれに類するものは、飲食につながるため、自粛すること

【収容人数・収容率等】

○ 【人数上限】5,000人以下

【収容率】屋内：50％以下 屋外：人と人との距離を十分に確保（できるだけ２ｍ）

（特措法第24条第９項に基づく）

○ あわせて、20時以降の時間短縮について協力を依頼

【要請期間】 １月17日~２月７日
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① 区域 大阪府全域

② 期間 １月14日~２月７日

※「緊急事態措置を実施すべき区域」に大阪府が追加された場合、それに応じて期間を変更

③ 実施内容

対象施設 要請内容

【飲食店】
飲食店（居酒屋を含む）、喫茶店等（宅配・テークア
ウトサービスを除く）

【遊興施設】
バー、カラオケボックス等で、食品衛生法の飲食店
営業許可を受けている店舗

営業時間短縮（５時～20時）を要請
ただし、酒類の提供は11時～19時

●施設について

【特措法第24条第９項に基づく要請】
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対象施設 協力依頼内容

運動施設、遊技場 以下の内容について、協力を依頼
・営業時間短縮（５時～20時）
ただし、酒類の提供は11時～19時

・開催するイベントは、人数上限5,000人、かつ、
収容率50％とすること（イベントに関する要請
は１月17日～）

劇場、観覧場、映画館又は演芸場

集会場又は公会堂、展示場

博物館、美術館又は図書館

ホテル又は旅館（集会の用に供する部分に限る）

遊興施設※

以下の内容について、協力を依頼
・営業時間短縮（５時～20時）
ただし、酒類の提供は11時～19時

物品販売業を営む店舗（1,000㎡超）（生活必需
物資を除く）

サービス業を営む店舗（1,000㎡超）（生活必需
サービスを除く）

【協力依頼】

※ 遊興施設のうち、食品衛生法の飲食店営業許可を受けている店舗は、特措法に基づく要請の対象。
ネットカフェ・マンガ喫茶等、宿泊を目的とした利用が相当程度見込まれる施設は要請・協力依頼の対象外。



6

●上記要請を踏まえ、各団体等に特にお願いしたいこと

＜経済界＞へのお願い

○ 20時以降の不要不急の外出自粛を徹底することを踏まえ、事業の継続に必要な場合を除き、20時以降

の勤務を抑制すること（特措法第24条第９項に基づく）

○ 「出勤者数の７割削減」をめざすことも含め、テレワークをより推進すること

出勤が必要となる職場でも、ローテーション勤務、時差出勤、自転車通勤などの取り組みを推進すること

（特措法第24条第９項に基づく）

○ 新年の挨拶回り、新年会・賀詞交歓会、及びこれに類するものは、飲食につながるため、自粛すること

＜大学等＞へのお願い

○ 感染防止と面接授業・遠隔授業の効果的実施等により学修機会を確保すること（特措法第24条第９項に基づく）

○ 部活動、課外活動、学生寮における感染防止策、懇親会や飲み会などについて、学生等に注意喚起を徹底すること

部活動における感染リスクの高い活動は自粛すること

（特措法第24条第９項に基づく）



緊急事態措置コールセンターの設置

特措法に基づく営業時間短縮要請や「感染防止宣言ステッカー」にかかる府民や事業者からの問い合
わせに対応するため、コールセンターを設置

【コールセンターの概要】

名 称：緊急事態措置コールセンター

設置時期：令和３年１月１２日

開設時間：平日９時～１８時（１月１２日は２１時まで）
※ただし、１／１６（土）、１／１７（日）は開設（９時～１８時）

受付方法：専用電話（１５回線）

受付電話番号：０６ー４３９７－３２６８

※府ホームページ上にもFAQを掲載予定

7



1

旧（1月9日～1月31日） 新（1月14日～2月7日）

① 区域 大阪府全域

② 要請期間 レッドステージ１の期間（1月9日から緊急事態宣
言発出までの間）

③ 実施内容（特措法第24条第９項に基づく）

●府民への呼びかけ
○ 緊急事態宣言が発出されている１都３県（東京都、埼玉

県、千葉県、神奈川県）との往来を自粛すること

○ 不要不急の外出を自粛すること

○ 成人式前後の懇親会には参加しないこと

※上記のほか、府民に要請している内容については、継続し
て要請を実施（別添参考資料１）

① （略）

② 要請期間 レッドステージ２の期間(１月14日~２月７日)
※「緊急事態措置を実施すべき区域」に大阪府
が追加された場合、それに応じて期間を変更

③ 実施内容（特措法第24条第９項に基づく※）
※「緊急事態措置を実施すべき区域」に大阪府
が追加された場合、「不要不急の外出自粛」
は法第45条第１項に基づく

●府民への呼びかけ
○ 不要不急の外出・移動※は自粛すること

※ 医療機関への通院、食料・医薬品・生活必需品の買
い出し、必要な職場への出勤、屋外での運動や散歩
など、生活や健康の維持のために必要なものについ
ては対象外

特に、20時以降の不要不急の外出自粛を徹底すること

レッドステージ（非常事態）の対応方針に基づく要請 新旧対照表 資料２－２



2

旧（1月9日～1月31日） 新（1月14日～2月7日）

●イベントの開催について(府主催（共催）のイベントを含む)
・現在の要請内容を、継続して実施（別添参考資料２）

●イベントの開催について(府主催（共催）のイベントを含む)
【要請期間】 1月17日～2月7日

【収容人数・収容率等】

○【人数上限】5,000人以下
【収容率】屋内：50％以下

屋外：人と人との距離を十分に確保（できるだ
け２ｍ）
（特措法第24条第９項に基づく）

○ 新年の挨拶回り、新年会・賀詞交歓会、及びこれに類す
るものは、飲食につながるため、自粛すること

○ あわせて、20時以降の時間短縮について協力を依頼
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旧（1月9日～1月31日） 新（1月14日～2月7日）

●施設について
① 区域 大阪市全域
② 期間 １月11日までとしている期間を「緊急事態宣言発出ま

での間」に延長
③ 実施内容（特措法第24条第９項に基づく）

※ 特措法施行令第11条第１項各号に掲げる施設

※上記のほか、現在、施設に要請している内容については、継続し
て要請を実施（別添参考資料３）

●施設について
① 区域 大阪府全域
② 期間 １月14日~２月７日

※「緊急事態措置を実施すべき区域」に大阪府が
追加された場合、それに応じて期間を変更

③ 実施内容
【特措法第24条第９項に基づく要請】



4

旧（1月9日～1月31日） 新（1月14日～2月7日）

【協力依頼】

※ 遊興施設のうち、食品衛生法の飲食店営業許可を受けてい
る店舗は、特措法に基づく要請の対象。
ネットカフェ・マンガ喫茶等、宿泊を目的とした利用が相
当程度見込まれる施設は要請・協力依頼の対象外。



旧（1月9日～1月31日） 新（1月14日～2月7日）

●上記要請を踏まえ、各団体等に特にお願いしたいこと

<高齢者施設、医療機関等><経済界><大学等>へのお願い

各団体等の関係者に対して、以下の内容を求めること

○ 緊急事態宣言が発出されている１都３県（東京都、

埼玉県、千葉県、神奈川県）との往来を自粛すること

○ 不要不急の外出を自粛すること

○ 成人式前後の懇親会、新年会には参加しないこと

○ <経済界＞へのお願い

テレワークを、より推進すること

出勤が必要となる職場でも、ローテーション勤務、

時差出勤、自転車通勤などの取り組みを推進すること

※上記のほか、現在、各団体等にお願いしている内容につい

ては、継続して要請を実施（別添参考資料４～６）

●上記要請を踏まえ、各団体等に特にお願いしたいこと

（削除）
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旧（1月9日～1月31日） 新（1月14日～2月7日）

●府民への呼びかけ
➢府民に対し、次の内容を要請。
○ 緊急事態宣言が発出されている１都３県（東京都、埼玉県、

千葉県、神奈川県）との往来を自粛すること

○ 不要不急の外出を自粛すること

○ 成人式前後の懇親会には参加しないこと

・「５人以上※１」「２時間以上」の宴会・飲み会は控えること
※１ 家族や乳幼児・子ども、高齢者・障がい者の介助者などはこの限りでない

・高齢者の方、高齢者と日常的に接する家族、高齢者施設・医療機
関等の職員は、感染リスクの高い環境を避け、少しでも症状が有
る場合、休暇を取得するとともに早めに検査を受診すること

・業種別ガイドラインを遵守（感染防止宣言ステッカーの導
入）していない、接待を伴う飲食店及び酒類の提供を行う飲
食店の利用を自粛すること

・３密で唾液が飛び交う環境を避けること

（削除）
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参考資料１



旧（1月9日～1月31日） 新（1月14日～2月7日）

●イベントの開催について(府主催（共催）のイベントを含む)

 主催者に対し、業種別ガイドラインの遵守を徹底するととも

に、 国の接触確認アプリ「ＣＯＣＯＡ」、大阪コロナ追跡

システムの導入、 又は名簿作成などの追跡対策の徹底を要

請

 業種別ガイドラインの見直しを前提に、必要な感染防止策

が担保される場合は、別表のとおり

 全国的な移動を伴うイベント又は参加者が1,000人を超える

ようなイベントを開催する際には、そのイベントの開催要

件等について、大阪府に事前に相談すること

 全国的な感染拡大やイベントでのクラスターが発生し、国

が業種別ガイドラインの見直しや収容率要件・人数上限の

見直しを行った場合には、国に準じて対応

 適切な感染防止策が実施されていないイベントや、リスク

への対応が整っていないイベントは、開催自粛を要請する

ことも検討

（削除）
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参考資料２



旧（1月9日～1月31日） 新（1月14日～2月7日）

（削除）

8

※詳細：令和２年11月12日付国事務連絡「来年2月末までの催物の開催制限、イベント等にお
ける感染拡大防止ガイドライン遵守徹底に向けた取組強化等について」参照

※1：異なるグループ間では座席を１席空け、同一グループ（５人以内に限る）内では座席
間隔を設けなくともよい。すなわち、収容率は50％を超える場合がある。

※2:「イベント中の食事を伴う催物」は、必要な感染防止策が担保され、イベント中の発声が
ない場合に限り、「大声での歓声・声援等がないことを前提としうるもの」と取り扱う
ことを可とする。
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旧（1月9日～1月31日） 新（1月14日～2月7日）

●施設について（府有施設を含む）
➢施設（事業者）に対し、次の内容を要請。
１．従業員等に対し、緊急事態宣言が発出されている１都３県

（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）との往来を自粛する
よう求めること

２．従業員等に対し、不要不急の外出を自粛するよう求める
こと

３．従業員等に対し、成人式前後の懇親会、新年会には参加し
ないよう求めること

４．従業員等に対し、「５人以上」「２時間以上」の宴会・飲
み会を控えるよう求めること

５．従業員等に少しでも症状がある場合は、休暇を取得しやす
い環境を整えるとともに検査受診を勧めること

６．業種別ガイドラインを遵守 （感染防止宣言ステッカーの導
入）すること

７．飲食店においては以下に留意すること
・パーテーションの活用
・会話の際は、マスク・フェイスシールドを着用
（食事中のマスクの活用を含む）
・斜め向かいに座る
・CO２センサー等を活用し、換気状況が適切か確認

８．業種別ガイドラインを遵守（感染防止宣言ステッカーの導
入）していない、接待を伴う飲食店及び酒類の提供を行う
飲食店の利用を自粛すること。

（削除）参考資料３
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旧（令和2年12月30日～令和3年1月11日） 新（1月14日～2月7日）

＜高齢者施設、医療機関等へのお願い＞
１．職員、施設と関わりのある業務の従業員に対し、

緊急事態宣言が発出されている１都３県（東京都、埼玉県、
千葉県、神奈川県）との往来を自粛するよう求めること

２．職員、施設と関わりのある業務の従業員に対し、不要不急
の外出を自粛するよう求めること

３．職員、施設と関わりのある業務の従業員に対し、成人式前
後の懇親会、新年会には参加しないよう求めること

４．職員、施設と関わりのある業務の従業員に対し「５人以
上」「２時間以上」の宴会・飲み会は控えるよう求めること

５．職員に少しでも症状がある場合は、休暇を取得しやすい環
境を整えるとともに検査を受診させること

６．職員、施設と関わりのある業務の従業員、入所者・入院患
者、外部から訪問される方に対し、徹底した感染防止対策

（マスクの着用、手指消毒等）を求めること

７．寒い環境においても、適度な保湿、適切な換気（CO２セン
サーの活用による確認等）を実施すること

８．業種別ガイドラインを遵守（感染防止宣言ステッカーの導
入）していない、接待を伴う飲食店及び酒類の提供を行う
飲食店の利用を自粛すること

（削除）参考資料４
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旧（令和2年12月30日～令和3年1月11日） 新（1月14日～2月7日）

＜経済界へのお願い＞
１．従業員等に対し、緊急事態宣言が発出されて

いる１都３県 （東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）との
往来を自粛するよう求めること

２．従業員等に対し、不要不急の外出を自粛するよう求める
こと

３．従業員等に対し、成人式前後の懇親会、新年会には参加し
ないよう求めること

４．テレワークを推進すること
出勤が必要となる職場でも、ローテーション勤務、時差通
勤、自転車通勤などの取り組みを推進すること

５．従業員等に対し、「５人以上」「２時間以上」の
宴会・飲み会を控えるよう求めること

６．従業員等に少しでも症状が有る場合は、休暇を取得しやす
い環境を整えるとともに検査受診を勧めること

７．寒い環境においても、適度な保湿、適切な換気（CO２セン
サーの活用による確認等）を実施すること

８．業種別ガイドラインを遵守（感染防止宣言ステッカーの導
入）していない、接待を伴う飲食店及び酒類の提供を行う
飲食店の利用を自粛すること

９．業種別ガイドラインの遵守を徹底すること

＜経済界へのお願い＞
○ 20時以降の不要不急の外出自粛を徹底することを踏まえ、

事業の継続に必要な場合を除き、20時以降の勤務を抑制す
ること（特措法第24条第９項に基づく）

○ 「出勤者数の７割削減」をめざすことも含め、テレワーク
をより推進すること 出勤が必要となる職場でも、ロー
テーション勤務、時差出勤、自転車通勤などの取り組みを
推進すること
（特措法第24条第９項に基づく）

○ 新年の挨拶回り、新年会・賀詞交歓会、及びこれに類する
ものは、飲食につながるため、自粛すること

参考資料５
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旧（令和2年12月30日～令和3年1月11日） 新（1月14日～2月7日）

＜大学等へのお願い＞
１．学生に対し、緊急事態宣言が発出されている

１都３県（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）との往来
を自粛するよう求めること

２．学生に対し、不要不急の外出を自粛するよう求めること

３．学生に対し、成人式前後の懇親会、新年会には参加しない
よう求めること

４．学生に対し、「５人以上」「２時間以上」の宴会・飲み会
を控えるよう求めること

５．学生に少しでも症状が有る場合は登校させず、検査受診を
勧めること

６．寒い環境においても、適度な保湿、適切な換気（CO２セン
サーの活用による確認等）を実施すること

７．寮やクラブ・サークル活動での感染防止対策（マスクの着
用等）を徹底すること

８．業種別ガイドラインを遵守（感染防止宣言ステッカーの導
入）していない、接待を伴う飲食店及び酒類の提供を行う
飲食店の利用を自粛すること

＜大学等へのお願い＞
○ 感染防止と面接授業・遠隔授業の効果的実施

等により学修機会を確保すること（特措法第24条第９項に
基づく）

○ 部活動、課外活動、学生寮における感染防止策、懇親会や
飲み会などについて、学生等に注意喚起を徹底すること
部活動における感染リスクの高い活動は自粛すること
（特措法第24条第９項に基づく）

参考資料６



 

大阪～東京間の人の往来について（平成 30年度） 

 

 

大阪→東京 年間 1,468万人 約４万人／日 

東京→大阪 年間 1,472万人 約４万人／日 

※鉄道、旅客船、航空、自動車の旅客輸送人員 

（出典 国土交通省「旅客地域流動調査」） 

 

＜参考：大阪～兵庫･京都･奈良･和歌山間＞ 

 

大阪→兵庫 年間 2億 1,185万人 約 58万人／日 

兵庫→大阪 年間 2億 1,115万人 約 58万人／日 

 

大阪→京都 年間 9,852万人 約 27万人／日 

京都→大阪 年間 9,774万人 約 27万人／日 

 

大阪→奈良 年間 7,090万人 約 19万人／日 

奈良→大阪 年間 7,032万人 約 19万人／日 

 

大阪→和歌山 年間 1,233万人 約３万人／日 

和歌山→大阪 年間 1,222万人 約３万人／日 

 

   

計８万人 

計 116万人 

計 54万人 

計 38万人 

計６万人 

東京 

兵庫 

京都 

奈良 

和歌山 

資料２－３ 
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発生状況及び要請内容に関する専門家のご意見 

専門家 意見 

朝野座長 

１．大阪府の府域全体への時短要請に対する意見 

① 年明け以降の感染者の急増は全国的な傾向であり、大阪府に特有の現象ではない。その背景は、年末の会食などによる飛沫を伴うヒトとの接触機会の

増加と季節性要因であると推測する。 

② 大阪府では 12 月下旬まで、感染者数の緩やかな減少～高止まりの状況であったので、そのベースラインからの増加分が、年末のイベントに伴う感染者数

の増加であると考えられ、社会的に活発な年齢層に多いこともそのことを示唆している。 

③ 大阪市内だけではなく、大阪市外でも同様に増加傾向であることから、感染契機となった年末のイベントは大阪府内で広く起こっていたこととになる。 

④ それらのイベント（クリスマスや忘年会、新年会など）がすでに終わっているのであるから、増加した感染者数は今後 2 週間以上かけて自然に減少するも

のと予想されるが、増加した感染者から周辺へ感染拡大が起こるので、家庭や施設で高齢者や年少者への感染拡大を伴いながら徐々に減少して行くと予

想する。そのため、ベースラインに戻るまでの減少のスピードは対策を行っても増加のスピードよりもかなり緩やかになる。 

⑤ 加えて、インフルエンザと同様の感染拡大の性格を有する感染症であることが判明したため、季節性要因としての感染流行は 2 月半ばまで拡大しつつ持

続する可能性がある。 

⑥ インフルエンザと同じ流行性に対抗する手段としては、ヒトとの接触機会の減少が最も有効であるため、府下の飲食店の時短要請と不要不急の外出自粛

は、11月から 12月にかけて感染者数が減少した実績から公衆衛生学的に妥当である。 

⑦ また、大阪府の周辺の自治体でも増加傾向を続けており、近隣の自治体と歩調を合わせて対策を行うことで、増加した感染者数の収束のスピードを速

め、効果を高めるものと期待される。 

⑧ 感染対策としてのマスクと手洗いの励行、3密回避は今後も基本となる。 

２．医療体制の整備に関する意見 

① このような感染症危機に対しては、人の接触機会の減少を目指す社会的な制限だけではなく、医療側のレジリエンスの強化も必要であり、感染対策を整

備した柔軟な病床の運用ができるシステムをすべての医療機関が構築することが望ましい。 

② その背景として、今後新型コロナウイルス感染症が 2 類感染症相当から外れれば、すべての医療機関で通常診療の中で COVID-19 患者を診療するこ

とになる。そのような時点では、重症症例以外はインフルエンザやノロウイルス感染症以上の感染対策を行いながら診療を続けることがあらゆる医療機関に求

められることになる。 

③ 現状では、急激な感染者数の増加から、COVID-19 患者が常に外来、入院に受診する可能性があり、陽性と判明しても病床数のひっ迫から転院調整

に時間のかかることから、これまで COVID-19 診療を行って来なかった医療機関も、常時適切な感染対策を行いつつ通常医療の中で診療継続できる

（BCP）体制の整備を急ぐ必要がある。 

④ そのような体制整備の一環として、これまで COID-19患者を診てこなかった医療機関も積極的に診療に参加することで、医療のひっ迫を解消し、緊急事

態宣言発令の基準を相対的に緩和する対策になると考える。 

⑤ これまでCOVID-19を診療してこなかった医療機関の体制整備は、感染対策防止加算取得医療機関を中心とする地域の感染対策ネットワークの活動

が原動力となるため、大阪府として今後それぞれのネットワークへの働きかけおよび支援を行うことが望ましい。 

資料２－４ 
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専門家 意見 

掛屋副座長 

首都圏をはじめ他府県にも同様に患者が急増していることから、大阪府も一過性の増加ではないと考える。大阪市外の患者に占める割合が多くなっており、

大阪市外への対策強化が求められる。夜の街の滞在エリア別の検討でも大阪市外の患者が増加している。そのため、大阪市外を含む府域全体への時短要請

に賛成する。一方で、時短要請の効果に関して後日評価を行うことが期待される。新規陽性患者の急増に伴い、今後重症および軽・中等症の病床が逼迫する

ことが危惧される。そのため、さらなるコロナ専用病床の確保を行うことが必要と考える。さらに、生命に関わる高齢患者の多くは、施設関連で罹患しており、高齢

者施設や病院での感染対策の充実が期待される。 

茂松委員 

１．大阪市外を含む府域全体へ夜８時までの時短要請について 

患者が急増し、シミュレーションでは確保病床数を超える事態が提示されていることから、効果的な社会的な対策を早急に実施すべき段階である。 

大阪府を緊急事態宣言の対象地域とすることに、時間を要する見通しであるのなら、大阪府独自で更なる対策を直ちに講ずることが求められる。接待を伴

う飲食店や酒類提供を行う飲食店について、大阪府全域を対象とし、開始時間を早めることが効果的な対策であるのなら、取り急ぎ補償措置を用意した上

で独自要請を行うべきであると考える。また、府民が飲食店を利用する場合、飛沫拡散を防止するため会話等を自粛するように、社会的に広報をお願いした

い。 

緊急事態宣言が発令されている 1 都３県では、人の動きが大きく減少してはいないとの報告もある。感染拡大を封じ込めるためにも、府民に対する広報

（強力な行動変容を促す）が鍵になる。 

 

２．今後の医療体制について 

感染症対策は政策医療であり、基本的には国公立・公的病院で対策を講じるべきあり、現段階では国公立病院に比べて公的病院における確保病床数

が少ないので、もう少し公的病院に協力をお願いすべきである。また、民間の二次救急病院に病床確保への協力を求めるのであれば、民間病院は採算を度

外視することはできないので、経営支援策を用意する必要がある。現在、緊急事態の最中にあるのだから、その期間中は民間の協力病院を準公立病院とみ

なし、公立病院と同様に支援を施すべきである。 

感染期間を過ぎた患者を収容していないかなど、ベッドが効率的に活用できているのか、点検を行う必要がある。また、患者病状が憎悪した場合や、緩和し

た場合、病院の求めに応じてスムーズに転院を図りうるよう調整面の支援を行うべきである。さらに、転院については患者側の理解も必要になるので、社会的に

協力を求める活動を行うべきである。 

急速な患者拡大の事態について、ウイルス変異種が影響していないかを、確認してもらいたい。 
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専門家 意見 

倭委員 

【発生状況、要請内容】 

1週間の新規陽性者数は前週比 1.96倍とほぼ倍増であり、これまでに経験したことのないレベルである。 また、直近 1週間の人口 10万人あたりの新規陽

性者数は 43.95 人(1/11)と過去最多であり、陽性率以外は国の分科会指標のステージ IV の基準を大きく超過している。また、新規陽性者に占める 40 代

未満や感染経路不明者の割合が直近 2 週間で増加しているが、特に市内・市外ともに 10 代～30 代での急増のみならず、各年代ともに直近 1 週間で急増

し、11 月の時短要請前の数を大きく超過している。年末年始は、会食・同窓会、友人同士や親族の集まり、クリスマスや忘年会、新年会や初詣等のイベントが

あるものの、新規陽性者に占める夜の街の関係者及び滞在者の割合は、直近 2 週間で増加に転じ、特に居酒屋・飲食店、バーの滞在歴のある陽性者は 11

月 27日の時短要請開始時点の水準を上回っている。 また、これらは市内、市外ともに認められる。 

一方、これらの影響にて医療提供体制については、重症の病床が依然高止まりでひっ迫しているのみならず、とりわけ軽症中等症の病床のひっ迫度合いが一

層増している。以上の状況を踏まえると大阪府内全体での、夜８時までの時短要請は必要であると考える。 

 

【医療体制】 

重症病床使用率は、重症者数が 170人前後で推移したまま高止まりであり、依然ひっ迫(1/11 71.6%(実運用率 80.5%))している。また、軽症中等症

病床は、1月11日に入院者数が 948名と過去最多と極めてひっ迫している。(1/11 使用率 70.6%(実運用率74.8%))。 宿泊療養施設についても使用

率が約 6 割に達し、ひっ迫の度合いが増している。 今後 2 週間、新規陽性者数が 1 日あたり 600 名程度で推移すると仮定したシミュレーションでは、重症者

数及び軽症・中等者数は確保病床数を上回る恐れがあり、1月 31日には重症 263床、軽症中等症 1,553床必要という試算になっている。これは現在の医

療体制の限界を超えている。新規陽性者に占める 40 代未満や感染経路不明者の割合が増加していることから、このままではこの試算が現実になる可能性が

極めて高く、猶予のない状態である。 

緊急事態宣言が要請された今、その発令を待たずして、一刻も早く、夜８時までの時短要請のみならず、府民への夜間だけではない昼間も含めた不要不急

の外出自粛要請、外食時のみならず家庭内での食事中、食事後の会話時での感染対策の徹底など感染抑制に向けた強い呼びかけが必要であり、万が一に

備えた危機管理の観点より、上記試算結果に基づいた新型コロナ対応病床の更なる確保が求められる。これには現在対応していただいている病院への増床要

請だけでは他の医療への影響や医療者の疲弊がさらに強まるなどの限界があるため、現在新型コロナのご対応をされていない二次救急担当の民間病院への協

力要請が極めて必要であると考える。また、隔離解除後により早期に転院が可能になる体制構築、ご担当の病院、施設への協力要請が求められる。 



府立学校の今後の教育活動等について

感染リスクの高い
教科活動

長時間、密集又は近距離で対面形式となる活動等は行わない。
（例）・音楽：室内で児童生徒が近距離で行う合唱

・体育：児童生徒が密集する運動や近距離で組み合ったり接触したりする運動
・家庭：児童生徒同士が近距離で活動する調理実習

修学旅行、府県間の移動
を伴う教育活動

旅行（移動）先の都道府県が大阪からの受け入れを拒否している場合は中止

部活動 各競技団体等のガイドライン等に基づき、一部活動内容を制限

■ 現状（12/3 第31回府新型コロナウイルス対策本部会議決定）

■ 緊急事態宣言後の教育活動について

府立学校における教育活動の考え方に基づく対応を要請し、具体的な対応は設置者の判断により決定

令和３年１月12日 教育庁

学習活動については、感染リスクの高いものは行わないとしたうえで、分散登校や短縮授業は行わず、
1教室40人の通常形態を継続
➡ 不安により登校できない児童生徒等への対応については、引き続きオンラインの活用等により、学びの保障を徹底

【制限する教育活動等】

学習活動は原則維持したうえで、集団行動を伴う活動については、一部制限を強化

修学旅行、校外活動等 宿泊や府県間の移動を伴う活動については、中止または延期

部活動 練習試合や合同練習の禁止等

【制限を強化する教育活動等】

○卒業式等の式典は、形態を工夫して実施

○入学者選抜については、感染症対策や受験機会の確保に万全を期して実施（１月下旬までにマニュアルを通知）

【参考】文部科学省通知（令和3年1月8日）
地域一斉の臨時休業は、学びの保障や子供の心身への影響といった観点から避けるべき。ただし、緊急事態宣言の対象区域においては、
学校設置者の判断により、生徒等の通学の実態等も踏まえ、例えば時差登校等の感染症対策をさらに徹底すべき

■ 市町村立学校及び私立学校について

資料2-5



教育活動等についての専門家のご意見 

 

専門家等 意見 

朝野座長 

1. 緊急事態宣言下でも教育活動の継続は、教育を受ける権利の保障という観点からは望ましい。安全な教育活動が求められることから、修学旅行の中

止、延期など緊急事態宣言下の教育活動の制限はやむを得ない。 

2. 個人によっては不安や恐怖を感じる学童、生徒、保護者もいることに配慮し、そのような生徒にも教育が均等に行われるような工夫もそれぞれの学校で

必要。例えば大学では、対面とリモートの複合した授業を学生の選択で行っている。 

掛屋副座長 
若年者の重症化の症例は限られることが知られている。感染リスクが高いものは制限が必要と考えるが、基本的な教育活動は現在の状態を維持することに

賛成する。一方、免疫不全等の一部の児童・学生への配慮が必要と考える。受験や卒業式等も感染対策を徹底し、慎重に実施することに賛成する。 

茂松委員 

○学習活動は原則維持したうえで、集団行動を伴う活動については、一部制限を強化することについて 

 学校においてはほぼクラスターが発生しておらず、また、子供の感染事例で重篤に至った事例はほぼない。学校を閉鎖した場合、子供に与える影響は大き

く、保護者の就業にも支障を与えるので、原則、学習活動を維持しつつ、集団行動等を一部制限する措置は、賢明な方策であると思う。 

1 
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【現行の措置】

府主催（共催）イベント、府有施設における対応

「レッドステージ（非常事態）の対応方針に基づく要請」（１月９日から緊急事態宣言発出までの間）を踏まえ、以下の通り対応。

○ 府主催（共催）イベント及び府有施設は、「レッドステージ（非常事態）の対応方針に基づく要請」に準じ、対応。

資料２－７

（１）府主催（共催）のイベント（１月17日から2月7日）

【今後の対応】

今回の「レッドステージ（非常事態）の対応方針に基づく要請」を踏まえ、以下の通り対応。

（２）府有施設（１月14日から2月７日）

○ 全ての府有施設について、以下のとおり対応。

※ 開館時間短縮等に伴いキャンセルされた案件については、利用料金は徴収せず、徴収済みの場合は利用者に還付する。

適切な感染防止策を実施したうえで、以下の参加人数、収容率かつ開催時間の範囲内を目安に開催。

20時までの開館時間短縮、19時までの酒類提供（※）

※ 留意事項
○１月13日時点でチケット販売開始後のイベント及び１月13日時点でチケット販売前のイベント：
・１月16日以前に販売されるチケットは上記を適用しない。
・ただし、１月17日以降は上記を超過するチケットの新規販売を停止。
○１月17日以降に販売開始されるもの：上記を適用。

【人数上限】 5,000人以下

【収容率】 屋内：50％以下 屋外：人と人との距離を十分に確保（できるだけ２ｍ）

【開催時間】 20時まで



府営住宅における新型コロナウイルス感染症への対応（令和２年４月～） 資料３－１

新型コロナウイルス感染症拡大の影響による解雇や雇い止めなどにより、住宅の退去を余儀なく
される方を対象に、当座の住居を確保できるよう、府営住宅を一時的に提供

・ 提供戸数 １００戸程度（３００戸まで順次拡大予定）
・ 入居期間 ６か月以内（最長で１年まで延長可）
・ 使用料 ４，０００円／月（保証金・共益費免除）

※ 相談件数・提供戸数
相談件数 ３１８件 提供戸数 ３３戸（現在入居中 ２７戸）

離職者等への住宅提供

■家賃の減免
解雇・倒産・休業・休職等により、収入が著しく減少し、府の定める基準以下となった世帯を対
象に基本家賃の２分の１を下限として家賃を減額（認定月収が104,000円以下の世帯が対象）

■収入の更正
解雇・倒産・休業・休職等により、収入が著しく減少した世帯について、認定月収を再計算し、
その結果、収入分位が下がる場合に家賃を減額（認定月収が104,000円を超える世帯が対象）

入居者の家賃減免・収入更正

相談件数 申請件数

家 賃 減 免 １，６３０ ３３４

収 入 更 正 １，２２８ ４３３

（令和２年１２月２８日現在）



G-MISの改修に伴う検査件数の集計・公表方法について

○ 12月16日より、府の検査件数はG-MIS（厚生労働省のシステム）を使用して集計・公表。

○ 厚生労働省がG-MISの改修を予定しており、改修中は一時的にシステムが停止（1月6日・厚生労働省事務連絡）

○ システム停止中は、通常どおりの検査件数の集計・公表は不可。

通常時 15日（金） 16日（土） 17日（日） 18日（月） 19日（火） 20日（水）

報告方法

検査実績を
翌日13時〆
G-MIS入力

17時29分まで

通常どおり 報告なし

午前8時以降

通常どおり
※システム停止日分
の実績を併せて入力

通常どおり 通常どおり

公 表

公表前日
0:00~23:59に

G-MISへ入力された
データを集計・公表

通常どおり
14日 0:00~23:59
に入力された

データを集計・公表

検査件数・陽性率の公表なし

システム停止期間分を含め

４日分公表
15日 0:00~17:29 及び

18日 8:00~23:59
に入力された

データを集計・公表

通常どおり
19日 0:00~23:59
に入力された

データを集計・公表

【対応スケジュール】

【システム停止期間】 １月１５日（金）１７時３０分～１月１８日（月）７時５９分 の４日間
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